
都道府県知事と民主党幹部との意見交換会の開催（全国知事会）

本会は、１０月７日（火 、都道府県会館において、民主党が先に決定）

した同党のマニフェストについて、菅代表はじめ同党幹部と都道府県知事

との意見交換会を実施しました。

本会からは、梶原会長のほか７名の知事が出席し、同党のマニフェスト

について説明を受けた後 地方分権のための三位一体改革を推進するため、 、

各種補助金の廃止、国から地方への税財源の移譲等に関し忌憚のない意見

交換を行いました。

なお、梶原会長から、今後、民主党との継続的な意見交換を行い、協調

態勢をとっていきたいとの発言がありました。

当日の出席者及び会議概要は次のとおりです。



- 1 -

都道府県知事と民主党幹部との意見交換会出席者名簿

平成１５年１０月７日（火） ～8:00 9:00
都道府県会館３階知事会会議室

［全国知事会出席者］

梶原 拓 岐阜県知事（全国知事会会長）

増田 寛也 岩手県知事

浅野 史郎 宮城県知事

國松 善次 滋賀県知事

山田 啓二 京都府知事

木村 良樹 和歌山県知事

片山 善博 鳥取県知事

麻生 渡 福岡県知事

中川 浩明 全国知事会事務総長

［民主党出席者］

菅 直人 代 表

岡田 克也 幹事長

枝野 幸男 政策調査会長

中川 正春 政策調査会長代理

玄葉光一郎 『次の内閣』総務大臣

朝日 俊弘 政調筆頭副会長／参議院政審会長

福山 哲郎 政調副会長

大塚 耕平 政調副会長
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都道府県知事と民主党幹部との意見交換会概要

平成１５年１０月７日（火） ～8:00 9:00

都道府県会館３階知事会会議室

（遠目塚全国知事会事務局次長）

本日は、全国知事会と民主党の掲げるマニフェストに関する意見交換会に早朝からご

出席いただき感謝する。

会議の進め方は、先ず 「民主党政権政策／マニフェスト」のうち地方自治に関する、

部分を中心に枝野政調会長から１５分程度ご説明いただいた後、知事と民主党幹部の皆

様とのフリーディスカッションをお願いしたい。

（枝野政調会長）

お手元に配付した３点の資料全体が、民主党の次の総選挙に当たっての選挙公約であ

る。資料の「民主党政策集 私たちのめざす社会」が従来の広い意味での選挙公約で、

その中で特に期限や数値目標等を入れて具体的に国民に約束する項目をマニフェスト、

政権政策としてまとめたのが「民主党政権政策／マニフェスト」である。その中でも政

治的意味合いを含めて重点として菅代表がピックアップし、１０月５日に発表したもの

が「脱官僚」宣言であり、５つの約束２つの提言が掲げてある。以上のような３層構造

になっている。

分権についての我々の考え方は 「民主党政策集」の１ページ目から書いてある「地、

方分権」の箇所も参照されご理解を賜りたいが、特にマニフェストとしてまとめたもの

は、Ｐ１５の「分権革命」－地域の問題は自分たちで決める社会を築きます。という部

分であり、マニフェストとして特にピックアップをした分権にからむ部分である。

いわゆる国から地方へのヒモ付きの補助金が都道府県分、市町村分合わせて約２０兆

円ある。この中で一括交付金化に適さないものを一つ一つ精査し、それが約１割、２兆

円程度はある。残りの１８兆円分はそれぞれ地域の自主的な判断で使える形に変えよう

という主張が我々の大きな目玉である 「脱官僚」宣言の中にも一番はじめに 「霞ヶ関。 、

からの「ひも付き補助金」を全廃します 」との表現で約束している。。

政権１期目では、１８兆円の補助金のうち最終的には約５．５兆円分を所得税から地

方住民税に税源移譲することによって そもそも税収部分から地方の権限にする 残り、 。 、

約１２兆円強については、私ども一括交付金という名前を付けたが、地方で自由に使う

ことができる。

大きなカテゴリーとして、教育関連、街づくり関連、商店街振興いわゆる通商関係、

福祉関係の５つのカテゴリーに分け、これらの大枠は指定し、その中で具体的にどう使

うかは地方の判断に任せるという方法で、１８兆円について使い道を決めてもらえばい

いと思う。

これを実現するには大規模な法改正が必要であり、政権１年目から法律の変更を要し

ない補助金部分については一括化を進め、法改正ができた段階で全体に広げていくとい

うことを考えている。また、なお書きで、国から地方への財源移譲に当たっては、住民
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による行政に対する評価や監視態勢の整備を行い、国が率先して実施する入札改革など

の談合防止策や行財政改革による行政経費の節減を地方自治体にお願いすることとして

いる。

また同時に、中央省庁の権限を限定し、地方自治体との権限配分を明確にするという

ことを内容とする地方自治の確立に関する基本的な法律を政権任期中に作ることを約束

している。具体的には、中央省庁のそれぞれの設置法の所掌事務そのものを限定する。

これしか国は行わない、これ以外は地方の仕事であり、国は口を出さないという点を法

律上、所掌事務のところから縛ってしまう。当然、都道府県と市町村のそれぞれの役割

についても明確に法律で定めてその権限をどう行使するかはそれぞれの判断によること

とする。この点と補助金の話が４年間は同時並行で進んでいくことを考えている。

次の内閣の総務大臣の下で、どの補助金が一括化をするに適さないか等についても精

査しているが、最終的には、税源配分を１対１にしていくということも含め将来的には

地方交付税制度の抜本的な改革に繋げていきたいと思う。できるところからしっかり進

めていくということでは、現行の制度の大枠の中でも自治体の方々に使い勝手の良い予

算を組むことができるよう、第１段階として、一括交付金化と一部の税源移譲から始め

ていくことが現実的であるという判断をしている。

（梶原会長）

お揃いでお越しいただきお礼を申し上げる。この度、民主党が率先してマニフェスト

を作られ その説明を菅代表はじめ幹部の方から受けるというのは画期的なことである、 。

私ども地方公共団体の立場から、２１世紀の政党政治と国政のあり方を示唆するものと

して、また、地方分権について大きく踏み込んだご提案をしていただいたことを高く評

価させていただきたい。

マニフェストの内容を理解し、評価することは、これからの課題である。増田岩手県

知事による会長直属の研究会である政権公約評価研究会を設置して、今日の出席メンバ

ーが中心になると思うが、これを早速スタートさせ、純粋に地方自治、地方分権の立場

から客観的、公平にかつ政策のそれぞれについて是々非々の立場で評価を出してもらい

たいと考える。

今日は知事会のメンバーだけだが、かねてより、地方６団体と呼ばれている団体が連

携していくことを話し合っており、政権公約評価に関しても、できれば連携したいと思

っている。

今日、たまたま、全国知事会として、三位一体改革のうち、負担金、補助金の関係に

ついてとりあえずアンケート調査を行い、それをベースにして会長試案として公表する

予定である。中身は、見直し対象全体で１１兆４０００億円（国の予算ベース 。内容）

的には、特定地域に交付されるもので税源移譲になじまないもの、特定地域における臨

時巨額の財政負担を要するもの、本来的に国で実施すべきもの、この３種類のものを除

いて原則的に国庫補助負担金を廃止するという方針を打ち出している。総額は９兆乃至

１０兆円となる。内容的には義務教育費国庫負担金、災害復旧関係を除く公共事業関係

というものが対象になっており、なるべく前倒しでその廃止を主張している。税源移譲

については、８兆円乃至９兆円と考えており、税源なくして削減なしという基本原則で

これから事に当たりたいと思う。このことにより、国の予算が毎年度７千億乃至１兆円
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程度は削減できるのではないかと推計している。

今、政調会長が話されたが、地方へ移譲すべき税目と税額、所得税から住民税が３兆

円程度、消費税から地方消費税が２％アップで５兆円程度、揮発油税の一部を地方譲与

税化して１兆円程度ということで、我々とすればあくまで地域住民の生活者の代弁をす

る、生活の現場から色々主張していきたい。そういう意味でも、地方６団体は結束して

これから事に当たりたいと思っているのでよろしくご理解願いたい。

（菅代表）

大変実務的な会合になって良かったと思っている。改めて簡単な挨拶をさせていただ

きたい。本日は梶原会長はじめ皆様に私どものマニフェストの中でも特に最大の柱とも

言える地方分権、地方主権の問題について話を聞いていただく機会を作っていただいて

感謝する。私は率直に申し上げて大変画期的なことだと思っている。特に知事会の皆様

も色々な出来事があった中でこれまでは何となくお役所のお膳立てに乗った知事会であ

ったようにも思えたけれども、今回の知事会は根本的に変わったと私たちは期待をして

いる。

今回、マニフェストというものを、ある意味ではここにおられる知事の皆さんの方か

らも、自ら実践されると同時に各政党に対してそれをしっかり出してほしい、出すべき

だという指摘をいただいた。そのような指摘も大きな力として私どももこうした案をま

とめた。そういう面でも大変画期的だと思っている。

多少中身に入った話をさせていただくと、財源や権限を地方に移すという議論は３０

年、４０年前からずっと続いており、ある意味では賽の河原のようなところがあり、移

しても移しても新たに直ぐそばの霞ヶ関が新たな法律を作り、移ったはずなのにまた新

しいものが付いているという構造になっている。その時に必ず出てくるのが、各自治体

にお任せして大丈夫なのかという指摘である。私などはそこは民主主義だからそれぞれ

の県議会と知事で頑張っていただければ、少なくとも中央の画一的なやり方よりはより

いいものができると、例えば、色々な福祉的な予算まで持っていかれるのではないかと

いぶかる人もいるが、そういうことはあるはずがないと信じている。我々もナショナル

パーティーとして、国会に議席を持つ政党として国の形を根本から変えていく。今、政

調会長からの話もあったように、基本的には国のやるべき仕事を限定する、これだけに

限るという、これに必要な財源はこれだけで結構だと、それ以外の仕事はすべて都道府

県や市町村あるいは将来の道州ということも含めて、そこに任せていく。国の形を根本

から変えるための政権スタート時の提案は以上のようなものとした。

会長から、政権公約評価研究会というものを作って、各党の政権公約、マニフェスト

を採点いただくような場を設けるという話があったが、決して我々だけ甘くして欲しい

訳ではなく、大いに各党の政策をしっかり見据えていただいて、こうやれば後は県も市

町村も十分やれるというメッセージと併せて国民に送ってもらえればありがたい。

ところが、時々自己矛盾に陥り、マニフェストで保育所をいくつ設置とか書くと、民

主党は補助金の大部分を廃止するのではないですかと言われて多少の自己矛盾に陥るこ

ともある。しかし、霞ヶ関で画一的に決めるより、まさに生活の場からと言われたが、

そういう問題についてはより反応性の高いところだということを信じてこうした考え方

を出したということをご理解いただきたい。
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（増田岩手県知事）

１点お考えをお聞きしたい。与党の場合だと実現可能性ということで目標数値がどう

しても低くなりがちである。その点野党の場合だと大変大胆な目標数値の高いものを掲

げるわけだが、実現のプロセスが本当に可能かどうかが問われると思う。政調会長から

お話のあった補助金を１８兆円廃止して、一括交付金、更には税源移譲という目標値は

大変すばらしいものと思うが、現時にそれがプロセスとして実現可能かどうか。これは

数値の問題より、そのことを実現すればまさしく霞ヶ関解体、今の霞ヶ関は浅野知事が

よく言われるが、ほとんどの仕事が補助金分配業。補助金を配ることを生業とする形で

大変多くの労力を使っている 平成１８年度までにこの補助金を廃止するということは。 、

今の霞ヶ関の方々の仕事がほとんど無くなる、そのような仕事から開放される、本当に

国本来の仕事になるわけだが、逆に仕事を何もしなくていい人が沢山出てくる。要は、

こうしたことを実現すれば今の霞ヶ関の人たちを逆に地方に移すようなことをはっきり

と掲げることが必要であると、実現のプロセスを考えればそう思う。

マニフェストを拝見すると、国家公務員の方々をどうするかというと、４年以内に国

家公務員人件費総額を１割以上縮減となっているが、今の国家公務員の縮減計画でも、

現在８５万人から９０万人いるのを１割削減ということが一方で決められている。

そのような補助金から開放された後の霞ヶ関がどのような姿になるか。一方で仕事は

地方で我々がやるのだが、大変な行革を我々は行っているが、一方で仕事がそれだけ必

要になるということになれば、人も手当も考えなければならない。人を地方に移してい

くということも視野に入れてプロセスをしっかりと構築していく必要があると思う。こ

の点について少しお話を伺いたい。

（玄葉『次の内閣』総務大臣）

プロセスの問題に入る前に一言言わせていただくと、会長ご自身が言われたように、

見直しの対象は１１．４兆円、これは都道府県に入る補助金、負担金の全てで残りは市

町村へのものだ思う。我々はそちらも見直しの対象にしようと考えている。我々も一つ

一つの補助金、負担金２千数百件を精査したが、ほとんど対象にできるという判断をし

た。当初は５年間の計画だったが、４年間でできるのではないかという結論に最終的に

達したので思い切って掲げた。

今の霞ヶ関の人員減については政策集の１ページに書いてあり、地方自治体や立法府

などに吸収できるような仕組みを検討する。確かに志のある霞ヶ関の役人は沢山いる。

そういう人たちが希望すれば地方自治体に行ける。あるいは政治家のスタッフになる。

あるいは、衆議院、参議院のスタッフになる。国会図書館などのスタッフになる。その

ような道を優先的にルートを作ってあげる。そのような法律も実は手許には用意をして

ある。要綱くらいまでは出来ているがまだ法律にはしていない。更にこれを具体化する

中で色々な方々の意見を聞かなければならないと思っている。

（片山鳥取県知事）

先程会長も言ったが、この度の民主党のマニフェストを読み、今までの選挙の前の公

約とは量的にも質的にも全然異なって非常に良いものだと思った。基本的な国と地方と

の関係とか霞ヶ関の改革の問題などについても違和感がない。

具体的に聞きたいことがある。
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Ｐ１３の「税金のつかい道を大胆に変えます」で直轄事業が出ているが、大型の直轄

公共事業の建設や計画をストップし、真に地域振興となる事業に振替ますというのはこ

れで良いと思うが、具体的にそれはどのような事業か。

次に、道路公団の廃止と高速道路の原則無料化が出ているが、地方の高速道路を無料

化にして、通行量を増やして活性化するということなのだろうが、今建設中のものもあ

る。蘇るのではなく、まだ生まれてないものもある。それに対してどういう考えか。

Ｐ１４道路特定財源の廃止の問題があり、国の道路特定財源のかなりの部分は地方に

譲与税としていただいている。自動車取得税は廃止となっているが、これは地方の財源

で、今非常に税が足らなくて借金の返済に追われているのだが、道路特定財源であって

も税収となり財源になっているため 廃止になると結果的には税は減る それの見返り、 。 、

代替財源は何か。減りっぱなしだと財政は破綻の方向にいくだけ。穴埋めになるものを

考えているのかどうか。

Ｐ１５に１８兆円の廃止の問題があるが 税源移譲以外は一括交付金にするとあるが、 、

その配分の方法が非常に難しいと思う。お手盛りになってもいけないし分捕り合戦にな

ってもいけない。客観的で説得力のある配分基準がないといけない。今の段階で配分基

準のイメージがあるか。

Ｐ１６に農業問題があるが、私もこの通りだと思う。問題は、例えば、農林土木公共

事業をソフト事業の方にシフトするといった考えだと思う。新しい制度の財源を捻出し

ますとあるが、新しい制度というのがどのような制度なのか、我々も地域で農業の問題

を考えるに当たってどのような農業予算をこれから組むか思いあぐねている。農業政策

のあり方の具体的なイメージをお聞かせ願いたい。

Ｐ１９の教育問題について、学校五日制の見直しは賛成である。もっと地域単位で選

択があっていいのではないか。自治体の教育権限の充実も我々にとっては大変ありがた

い。具体的にどのような項目が不足していて、どのような項目を充実させようとしてい

るかお尋ねしたい。

（山田京都府知事）

Ｐ１５の（２）関連で、国が法律を作って地方は財政負担を自動的に抱える。それに

対しては交付税で措置するとなっていて、いつの間にか仕事が増えている。それに対し

て地方自治の確立に関する法律を作るというのは、国会の立法権との問題が出てくると

思うが、これについての考え方を知りたい。

次に、義務教育の問題で、地域の実情をよく知っている地方が教育についてももっと

権限を増やせばいいと思っている。この１８兆円の中で義務教育の負担金の問題につい

て我々は、廃止して一括交付金とすべきだと思っている。京都府の場合、１千億円の国

庫補助金のうち、公共事業を除いた７００億円のうち７割が義務教育費国庫負担金であ

る。この問題の扱いは大変大きいものがあるので、話を聞きたい。

（麻生福岡県知事）

我々は税源移譲によって補助金や負担金を削減し、事態を変えていきたいという希望

である。それに対して税源移譲を一部にして一括交付金にしたのは何か特別の意図があ

るのか。

また、政調会長の話の中で国対地方の税源の割合を１：１との目標を言われたが、支
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出ベースでは国と地方は６：４であるのに、税源は逆に４：６になっている。仕事の実

体に合わせて税源の割合を変えて欲しいというのが我々の希望だが １：１というのは、 、

中間目標なのか、最終の姿なのか教えて欲しい。

（枝野政調会長）

国直轄の公共事業のイメージについては、コンクリートのダムから緑のダムへという

ことで、コンクリートに代わる森林保全のための事業は当面国直轄でやっていく。中央

省庁の権限を限定をした段階では、緑のダムのような事業を例外的に一部国の方で当面

残すことはあるかもしれないが、それ以外は道路でいえば２桁国道くらいまでは国が行

い、残りは地方が行うというイメージで進めている。

高速道路の残りについては、今までどおりの計画を全て同じスピードでというのは財

源的にも色々な状況判断からも難しいと思っているが、高速道路無料化の財源等を色々

と精査をすると、借金返済のほかに、１．２兆円程の国直轄の道路予算は残すことがで

きる。維持管理費を引いても、今、新直轄で政府の予算に計上されている程度を超える

くらいの高速道路の建設予算は国で確保できると思っているので、後は優先度を付けな

がら造るべき高速道路を造ることは可能であると考えている。

道路特会の廃止に伴う減税措置で、地方税で６千億円程度の減収になるかと思ってい

るが、この部分は全部国が補てんする。基本的には、一括交付金のところで６千億円に

相当する部分は配分財源に上乗せする。

農業については、基本的には所得保障政策に変えていくためのスタートを４年間で切

りたい。どういう仕組みで所得保障をしていくのかはかなり詳細な実体把握に基づいて

組み立てないと無責任なことになると思うので、４年間で実体を踏まえた上で制度の導

入を図りたい。

立法権との関係については、基本的には法律で国はここまでしかやるなと明確に決め

れば、憲法にも反することなく自治体の権限となる。法律事項だから法律が変われば変

わることになるが、法律で国はここまでしかやらないと限定を付ければ合憲であり、地

方に任せることができる。

（玄葉『次の内閣』総務大臣）

片山知事から話のあった一括交付金の配分方法はザットイズザクエスチョンというこ

と 非常に難しい 我々の試算の過程で なかなか良い数字が出てくるなと思ったのは。 。 、 、

それぞれの都道府県、市町村の直近５年間の補助金、負担金の平均額でシミュレーショ

ンを行ったものである。

義務教育費の国庫補助負担金は、民主党の中でもかなりの議論があったが、国と地方

の役割分担の中で教育のかなりの部分を都道府県に任せようという判断をした。例えば

３０人学級にする時に教職員の給与を文部省の基準に合わないからという理由で負担金

を出してくれない。従ってそれぞれの都道府県が県単で肩代わりをするという状況が生

まれてきている。我々はそれぞれお渡しするので、教職員の給与なども一定のガイドラ

インの範囲の中で自由に設定していただこうと考えている。しかし、一定のガイドライ

ンをどこに設定するのかが問題であり、詳細にはまだ決まっていない。

税源移譲の額が少ないのではないか、つまり、５．５兆円に何故限定するのかについ

ては、元々の発想の中に、各自治体のトレーニングということも考えていた。一気に税
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源移譲をした時にかなりの格差が出ると思う。それをどこまで財政調整を行うかの議論

は勿論あるが、トレーニングの意味を込めた。

（菅代表）

一番簡単に言えば、次期総選挙で勝ったとしても、税制改正を一挙に全て行うのは大

変複雑なため、先ずは予算措置で対応しようと思っている。先程実現のプロセスいうこ

とを言われていたが、そのようなことからも、先は一括交付金にして、将来的には財源

を移譲していく。

また、国が財政的に必要な額は現在の１／３程度ではないか。あるいはもっと少ない

かもしれない。

緑のダムという話が出たが、雇用の問題などを含めて考えれば、必ずしも大きなコン

クリートの固まりを造るより、山に入って色々な作業をするところに自然回復型の公共

事業や森林レンジャーといったものもあり得るのではないか。先日もＣ．Ｗ．ニコル氏

と長野県の山中を散策したが、そのような感想を持った。

高速道路については 特に建設計画中のものはどうなるのかというご指摘については、 、

若干の誤解がマスコミにあると思うが、我々は高速道路の建設を一切止めるという発想

は持っていない。現在の道路財源の約９兆円、勿論これを一般財源化するなど色々な議

論はあるが その９兆円の中で償還財源に２兆円弱を充て 残り７兆円を効率的に使う、 、 。

また、県や市町村の方々の要望も踏まえ、将来的には財源ごと移せるところは移そうと

思っており、そうすれば、高速道路に出入り口を沢山造るための財源にできる。更に新

たな計画を作るのにもその財源が活用できる。大きく言えば９兆円の中から償還財源と

残り７兆円で建設、維持管理が進められると考える。

配分方法の問題は、逆に言えば皆さん方で考えていただく。我々は権限を放棄する。

分権の問題は権限移譲ではなく国の権限放棄が必要だと思っている。

地方自治確立と国の立法権の問題は、憲法第９４条の地方公共団体の行政執行権及び

条例制定権の問題だと思うが、つまりは国の法律と矛盾しない限りは条例は自由に作る

ことができる。国の法律と条令は縦の関係ではなく、基本的には横の関係だという整理

をすれば、多少トラブルはあるかもしれないが、正に革命だからトラブルがあるのは当

然なのだが、そのような考え方で進めることができるのではないか。

（浅野宮城県知事）

質問ではなく意見を述べたい。先ず、民主党の政策集を見ると、地方分権がいの一番

に出ている。これは我々にとっては有り難いし、民主党の慧眼だと思う。マニフェスト

については、色々な問題がある中で今これだということを出されていることは大変良い

と思う。若干内容的な矛盾というのは、菅代表も言われたが、保育所、学童保育はいく

ら作るとか、グループホームを１万ヶ所、約１０万人分増設というのはどう作るのか、

廃止を主張している補助金を使うのかとなる。また、１枚紙の「脱官僚」宣言、これは

短くて分かり易い。

今回 「民主党政策集」と「民主党政権政策／マニフェスト」を比べてみたが、前者、

は分権についてはきれいな美しい言葉で書いてある。ところが、マニフェストの５ペー

ジ目にある表現は非常にユニークである 「中央では利権政治家、背徳的官僚、結託業。

者がウヨウヨしています 「官僚が地方に分配する補助金制度、これが諸悪の根元です」」
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その他５ページの下から６ページにかけても利権政治家、悪徳官僚、背徳的官僚という

言葉が出ている。これはすごいなと思った。それは冗談ではなく、霞ヶ関の問題はきれ

いごとだけでは済まないと思う。ここにいる改革派知事と言われているのがどういうプ

ロセスでそう呼ばれるようになったかというと、外から来て突然その県の知事になり、

最初にぶつかったのが食料費問題、カラ出張、官官接待であった。市民オンブズマンか

らの問題提起になったが、その時に逃げなかった知事が改革派知事と呼ばれるようにな

った。恥辱にまみれ、謝罪しながら金を返してきた。では霞ヶ関はカラ出張は無くなっ

たのか、裏金づくりは無くなったのか、悪しき慣習というのはあまりひどくない印象を

受けるが本当は犯罪である。悪しき慣習は宮城県からは無くなった。岩手県からも無く

なった。それはそういう恥辱にまみれた一掃事業をやったからだ。

悪しき慣習の一掃の手段は情報公開である。昔菅代表もやった。エイズの資料が無い

無いと言っていたが、厚生省から出させた。その時に反省して謝罪しても、一過性と一

部限定で終わっている。これは構造的なものだと思っている。野党として乗り込んでい

ってその掃除をすることが一番の役割ではないか。

地方が蘇ったのは情報公開による。我々が使っている情報公開は決して透明性のある

行政を実現するためというきれいごとの言葉ではない。恥部をさらけ出すということ。

スキャンダルを出すということという情報公開が先ずあって、その後に初めて透明性の

ある行政と言える。野党である民主党に非常に期待する。分権は正に革命だと言われた

が、霞ヶ関の悪しき慣習というものは確かに重箱の隅である。重箱の隅にこそ真実があ

り、神は最後にこそ宿ると思う。実はそこから繋がってシステムの問題に行き着く。

（木村和歌山県知事）

公共事業が段々減っていく中で、緑のダムという発想があるが、地方に沢山いる土木

建設業の人をセメントの工事ではなく、山に行ってもらうということだと思うが、都市

から、今過疎問題が大きな問題となり、地域のコミュニティーが段々維持できない状況

になっている。和歌山県では緑の雇用といって都市の人を山に入って働いてもらう。地

方で単に公共事業の代替のものを考えるという発想だけではなく、都市から地方へ人を

移ってもらう。日本の国が従前の発展を遂げるような仕組みという、ある意味でデフレ

的の社会に合ったようなシステムを理念として提起してもらえればありがたい。

（國松滋賀県知事）

地方分権の考え方については日頃我々が知事会で議論してきたこと整理していただい

ている感じがあるのでその点は大いに賛同する。

２つ思うが、先ず、我々が生きている日本という社会、あるいは、これから進む社会

は、少子高齢社会と言われたり、超高齢化社会と言われたりする。世界でどこも経験し

たことのない社会に入っている。これからも益々そのような人口構造の社会に入る。世

界一長生きできる社会を作ったが、薬とベッドの上で寝たきりの世界一である。ここの

ところをどう解決するのかという時に元の生活スタイルも含めて改革を提起していかな

いと、現象面だけで配分の問題とかで解決しようと思っても、構造的に無理だと思う。

人類の歴史でかつてない長生きの社会、少子高齢社会で負担する人が少なくなり負担

する中身は多くなる。マニフェストには色々書いてあるが、更にどのように負担を国民

に求めたり生活の仕方をどのように変えてもらうかという提案がないと本質的な問題の
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解決にはならない。例えば介護の問題にしても「最小不幸社会」という新しい概念を菅

代表が出されているが、是非、障害者の福祉についての対応をお考えいただきたい。そ

れには、今の税の仕組み以外に、社会保険の仕組みを使わないと問題は解決しないと思

う。皆が障害者になるということが高齢社会だから、高齢社会を作るためにはこのマニ

フェストの中に、障害者の福祉を進めるための保険の仕組みの活用と、新しい負担を皆

がどう負担し合うかという仕組みの提案を盛り込む必要がある。配分の問題だけでは解

決しないと思う。

また、地方の立場では財源移譲を是非行ってもらいたいが、消費税をむしろ地方にい

ただきたい。

（菅代表）

浅野知事からは我々に対する覚悟がお前達あるのかと言われたと思っている。幸いに

して民主党は野党でスタートして５年間野党で暮らしてきた。蒸留水のごとくきれいだ

とは言わないが、少なくとも山の水くらいにはきれいである。元々色んなものが流れ込

むところにいなかったから そういう問題には少なくとも手を染めていない政党なので、 、

後はスタートの日から腹を据えてやるという覚悟は私も持っているつもりである。これ

だけは言葉で言っても実行しなければ意味のないことだから、そういう姿勢でやってい

きたいと思っている。

最終的には、権限や責任を国が放棄し、それを知事会や町村会、議会の方も含めて地

域が俺達に任せろと、霞ヶ関がやるよりよほどいいことをやってみせると、こういった

関係だと思う。

国が行うべき事、国の政党が行うべき事はここまでで、後は自分達が行うという役割

分担ができた時初めて本当の意味の地域主権社会になると思っており、今日は大変厳し

い話もいただいたが、勇気付けられたということを申し上げてお礼の言葉にさせていた

だきたい。

（梶原会長）

お忙しい中お揃いでお出でいただきましてありがとうございます。菅代表の言われた

ように、矛盾点や問題はある、その解決はこれから智恵を出し合おうではないかという

趣旨であったと思うが、これから政調会長さんを中心でこちらは岩手県の増田知事中心

で継続的に話をさせていただいたらいかがかと思う。今日一回でこれで終わりと一過性

のイベントであってもしようがないので、これから協働、コラボレーションでより日本

を良くしようというスタンスで協調させていただいたらいかがかと思う。

今、障害者の話もあり、生活に密着した情報は決定的に自治体の方がある。国は国際

的、全国的な情報は圧倒的に国が持っている。情報パイプの違いが仕事に大きく影響す

るため、地域密着型の例えば中小企業政策、大企業は国でも良いが、情報パイプの違い

によって分業体制をとるというのが地方分権ではないかと個人的には思っている。地域

密着型の情報パイプを的確に行政サービスに反映させることが必要ではないかと思う。

そういう意味からこれから全国知事会あるいは６団体継続して民主党とも協調体制を

とっていきたい。ほとんど全国の都道府県知事は国政上の与党、野党の構図とは違う幅

広い政党の支持や同調をもらっているため、お互いにこれから智恵を出し合ってより良

い国づくりをしてまいりたい。
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今日、わざわざ代表を始め幹部がここまで足を運んでいただいたということは本当に

画期的、歴史的瞬間ではないかとその姿勢を高く評価させていただきたいとかように思

う。本日は誠にお忙しい中お越しいただきありがたく思う。
























































